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令和3年度（2021年度）NGO・外務省定期協議会 

「第2回連携推進委員会」 
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                   場 所：外務省内中央2階255応接室 

 

 

 

1．冒頭挨拶 

 

2．報告事項 

（1）開発協力における性的搾取・虐待及びセクシャルハラスメントからの保護に関する取組 

（2）外務省からの案内 

 

3．協議事項 

（1）「COVID-19感染拡大に対する日本のNGOの対応戦略」のフォローアップ調査結果概要報告 

（2）人道支援におけるNGOを通じたODA予算の確保について 

（3）NGOとODAの連携に関する中期計画 

（4）日本NGO連携無償資金協力関連 

 

4．閉会挨拶 
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●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 本日、議題も多いですので定刻に始めさせていただきます。 

 これより令和3年度第2回の連携推進協議会を開会させていただきます。 

 本日、NGO側で司会を務めさせていただきますNGO安全管理イニシアティブ（JaNISS）所

属で連携推進委員の折居と申します。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 本日、外務省側で司会を務めます民間援助連携室の工藤と申します。よろしくお願いし

ます。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 では、接続に関する注意事項などを私のほうからお伝えします。まず、発言時以外、皆

様はマイクをミュートにお願いします。ミュートになっていない場合、ホスト側でミュー

トにさせていただくこともありますので御了承ください。 

 それから、可能な限りカメラはオンにしていただけたらと思います。聞いている皆様の

顔を見て話せるほうが発表者も話しやすいかと思います。 

 そして、Zoomの表示名は自分の氏名・団体名に変更ください。それから、発言のある方

は、Zoomの手を挙げる機能を使用して意思表明をお願いします。司会が指名をしてから発

言するということでお願いします。それから、Zoomのチャット機能ですけれども、こちら

はNGO側事務局からの資料共有のみに使用させていただきますので、チャットでの意見表明

等はお控えいただけたらと思います。そちらでの御意見の表明は受け付けないこととさせ

ていただきます。ただ、発言希望だけは受け付けるというルールにさせていただきます。 

 それから、会議の録画、録音、スクリーンショットの保存はお控えください。記録のた

めにNGOの事務局のみ録画をさせていただきます。 

 最後に、議事録は逐語で作成され、後日、外務省のホームページに掲載されます。 

 以上となります。皆様よろしくお願いいたします。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 折居様、ありがとうございます。 

 それでは、会議を始めさせていただきます。 

 本日は、開会に当たりまして、三宅伸吾外務大臣政務官にお越しいただいております。

まずは冒頭の御挨拶を賜りたいと存じます。 

 三宅政務官、どうぞよろしくお願いいたします。 
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１．冒頭挨拶 

◎三宅外務大臣政務官 

 皆さん、こんにちは。外務大臣政務官の三宅伸吾です。 

 本日は、令和3年度NGO外務省定期協議会の第2回連携推進委員会が開催されますことを心

より歓迎いたします。 

 昨年10月に外務大臣政務官に就任し、今回が初めての連携推進委員会の出席となります。 

 オンライン形式ではございますけれども、ODAを実施する上での重要なパートナーでござ

いますNGOの皆様に本日お目にかかれることをうれしく思います。 

 NGOの皆様方は顔の見える開発協力の担い手として、開発現場の多様な考え方やニーズを

きめ細かく把握し、状況に応じて迅速に対応されておられます。世界には貧困、紛争、自

然災害などに起因する人道危機が多く存在しております。新型コロナウイルスの影響によ

り、状況はさらに悪化していると言えると思います。SDGsが掲げる誰一人取り残さない世

界の実現に向けて、支援が届きにくい脆弱な人々にも支援の手を差し伸べるために、NGO

の皆様と引き続き緊密に連携してまいりたいと存じます。 

 新型コロナにより皆様の活動も行動制限や感染症対策など、様々な形で影響をお受けに

なっておられるのだと思います。本日の協議におきましても、新型コロナが取り上げられ

る予定でございます。コロナ禍におきましても現地で提携団体との連携やオンラインの活

用といった工夫をしながら、事業実施に向けて日々御尽力されておられるNGOの皆様に心よ

り敬意と感謝の意を表したいと思います。我々といたしましても皆様が円滑に事業を実施

できるよう御相談しながら、適切な対応を検討していきたいと思っております。 

 また、本日は前回御要望いただきました、開発協力における性的搾取・虐待及びセクシ

ャルハラスメント防止に関する取組について報告をいたします。また、日本NGO連携無償資

金協力に係る今後の方針などにつきましても協議をいただくものと承知しております。 

 本日の連携推進委員会が、外務省とNGOのさらなる連携に向け、実りの多い場となること

を期待し、私の挨拶とさせていただきます。本日はありがとうございます。 

 

２．報告事項 

（１）開発協力における性的搾取・虐待及びセクシャルハラスメントからの保護に関する

取組 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 三宅政務官、ありがとうございました。 

 続きまして、議題2の報告事項に移らせていただきます。 

 報告事項は外務省側から2件ございます。 

 まずは、議題2の1件目の報告事項に移らせていただきます。「開発協力における性的搾

取・虐待及びセクシャルハラスメントからの保護に関する取組」ということで、外務省NGO

担当大使の岡田国際協力審議官から御説明をお願いいたします。 
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○岡田（外務省 国際協力局 審議官／NGO担当大使） 

 岡田でございます。皆さん、今日は御参加いただきましてありがとうございます。 

 昨年8月の第1回の連携推進委員会におきまして、NGOから提起された関連の議題を踏まえ

まして、今回、委員会でもSEAHについて取り上げさせていただきます。御案内のとおり、

近年開発及び人道支援分野におけます性的搾取・虐待及びセクシャルハラスメント（SEAH）

の問題への国際的な関心が高まっております。2021年にはエボラ出血熱が流行していた中、

2018年から2020年でございますが、コンゴ民主共和国における世界保健機関（WHO）職員ら

による性暴力事案が発覚し、独立調査委員会の最終報告書が発表されるなどし、この問題

に改めて注目が集まっております。 

 我が国といたしましても、援助セクターにおけますSEAHは許容できないものでありまし

て、被害者の救済と問題発生の予防措置が重要と認識しております。SEAHの問題には他の

ドナー、国際機関、国内援助実施機関、市民社会等、国内外の様々なパートナーと連携、

協力しながら取り組んでいく必要があります。日本もこれらのパートナーと連携しつつ、

それぞれの取組を進めているところでございます。 

 昨年8月の連携推進委員会でも御説明いたしましたが、SEAHの防止と対応に係ります日本

政府の姿勢が見えづらいというNGO側の御指摘を踏まえまして、外務省のホームページの内

容を更新いたしまして、SEAHの問題に関する政府の基本的な考え方を明記いたしました。

最近では昨年12月、国連の諸機関に対して開発協力におけるSEAHへのさらなる対応を求め

る共同書簡が主要ドナー国からグテーレス国連事務総長宛てに発出され、我が国も林外務

大臣の署名をもって参加いたしました。 

 また、我が国はOECD/DACのSEAH勧告へ多くの国際機関や援助主体が参画することを呼び

かけております。 

 今後は、日本NGO連携無償資金協力（N連）や、外務省が実施しております各種取組にお

きまして、SEAHの防止と対応に関する内容を盛り込んでいくことを検討したいと考えてお

ります。引き続き日本のNGOと協力しつつ、開発及び人道支援分野におけますSEAHの防止と

対応を進めていきたいと考えております。 

 以上です。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 岡田審議官、ありがとうございました。 

 それでは、今の報告に対しまして、NGO側から御発言があればお願いいたします。 

 折居コーディネーター、よろしくお願いします。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 それでは、NGO側から塩畑さんが手を挙げられておりますので、名前と所属をおっしゃっ

た上でお願いいたします。 
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●塩畑（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 連携推進委員の調査提言員をしております塩畑と申します。岡田審議官、御説明ありが

とうございました。 

 今般、このような形で前向きな検討をされていることを共有いただきまして、感謝申し

上げます。 

 先般の連携推進委員会でも御報告しましたように、NGO側は有志のNGOがワーキンググル

ープを形成しまして、NGO関係者自身のPSEAHに関するキャパビルに取り組んでおります。

海外の主要機関の動きなども随時把握しております。 

 また、NGOの中には日本政府以外の公的機関との業務実施契約を締結しまして、実際に

PSEAHとセーフガーディングの取組を行っている団体もございますので、今後の制度のつく

り込みに当たっては、適宜NGOとも意見交換等をしていただければ非常にありがたいと思っ

ています。 

 以上です。ありがとうございました。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 塩畑さん、ありがとうございました。 

 以上につきまして、外務省のほうから何かコメント等はありますでしょうか。 

 

○岡田（外務省 国際協力局 審議官／NGO担当大使） 

 御意見ありがとうございました。今、NGOとの意見交換をというお話をいただきました。

今後、検討していくに当たりましては適宜NGOの皆様ともきめ細かく相談させていただいて、

検討していきたいと考えております。今後ともよろしくお願いいたします。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 ありがとうございました。 

 NGOからほかに何かコメント・御質問等はありますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 では、議論も押しておりますので、工藤首席、次の議題をお願いいたします。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 折居様、ありがとうございました。 

 次の議題に移ります前に、次の日程がございますので、三宅政務官はこちらで失礼させ

ていただければと思います。政務官、どうもありがとうございました。 

 

◎三宅外務大臣政務官 

 どうもありがとうございました。 
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（２）外務省からの案内 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 続きまして、議題2の2点目の報告事項に移らせていただきます。「外務省からの案内」と

いうことで「JPO派遣候補者選考試験」及び「NGO活動環境整備支援事業の委託団体・事務

局の募集開始」の2点でございます。 

 まずは、JPO派遣候補者選考試験の案内ということで、外務省国際機関人事センターの中

野課長補佐から御説明をお願いいたします。 

 

○中野（外務省 国際機関人事センター 課長補佐） 

 皆さん、こんにちは。国際機関人事センターの中野と申します。お時間をいただいてあ

りがとうございます。 

 当室で実施しております国際機関への若手日本人派遣制度でありますJPO試験について、

現在、本年度の募集について事前登録を受付中、また、来週1日から応募受付を開始いたし

ますので、本日御紹介させていただきます。 

 皆さんはよく御存じかもしれませんが、最初に国際機関の採用制度について簡単に御説

明いたします。国連やその他の国際機関の採用制度では、日本での雇用形態とは大きく異

なり、空席となったポストごとに契約期間に基づいて採用する形になります。契約の期間

は数週間から長くとも2年となっております。他の部署や組織に異動するためには別のポス

トに応募し、合格する必要があります。即戦力が求められ、ポストに求められる実績を積

んでいるか等が採用の判断の重要な基準になります。 

 国際機関では、採用に際して多様性も重視されまして、国際機関で勤務する日本人はま

だまだ限られておりますので、今後も日本人の積極的な応募が推奨されております。 

 勤務地は主に現場と呼ばれるカントリーオフィスか本部地域事務所等に分かれておりま

す。応募のときに御自身の希望する職務内容、ポストがどちらになるのかを見極めて応募

していただく形になります。 

 国際機関へ就職する方法は大きく分けて3つございまして、先ほど御説明した空席公募、

また、 Junior Professional Officer、 JPO派遣制度、また、国連が実施する Young 

Professional Programmeに合格する方法があります。このうち国際機関人事センターで実

施しているJPO派遣制度について御説明します。 

 JPO派遣制度は国連の設けている制度を利用して、外務省が50年近く前から実施している

もので、外務省の経費負担の下、合格者は2年間国際機関で職員として働くことができます。

空席公募は世界中との競争になりますが、この制度は日本人のみを対象にしております。 

 JPO派遣制度の応募資格は、35歳以下、日本国籍、修士号と関連の2年以上の職務経験、

英語力となっております。 

 派遣実績は最近で50人から60人の間、応募者数は300人から400人ほどとなっております

ので、倍率が数百倍となることの多い空席公募よりは低い倍率で応募いただけます。 
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 また、JPO後の勤務については、御自分で空席公募に応募し、正規ポストを獲得していた

だく形になります。詳細は当センターのホームページの募集要項を御参照いただければと

思います。 

 皆様の国際協力の御経歴が生きてくることもあるかと思いましたので、本日御案内させ

ていただきました。関係の皆様にお知らせをいただけますと幸いです。SNS等を通じて様々

な情報を提供しておりますので、フォローいただければ幸いです。 

 以上となります。御静聴ありがとうございました。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございました。 

 それでは、引き続き外務省からのもう一つの報告事項であります「NGO活動環境整備支援

事業の委託団体・事務局の募集開始」につきまして、松田外務省民間援助連携室長から御

説明をお願いいたします。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 民間援助連携室の松田です。まず、本日はお忙しい中、多くのNGOの皆様にこの会議に参

加いただきましたこと、まずは御礼申し上げたいと思います。ありがとうございます。本

当に、私としても多くの方々とこういう協議の場を持てるということを大変うれしく思っ

ております。本日は実りの多い会議していきたいと思いますので、御協力のほどよろしく

お願いいたします。 

 では、私のほうから、N環事業の委託団体・事務局の募集開始についてお話しいたします。

私ども民間援助連携室では、令和4年度NGO活動環境整備支援事業、いわゆるN環と呼んでお

りますが、NGO相談員、NGOスタディ・プログラム、NGOインターン・プログラム、NGO研究

会の委託団体または事務局の募集を開始しております。 

 募集内容の詳細につきましては、配付資料に記載のリンクにて御確認いただければと思

っております。各NGOの皆様に奮って御応募いただきたいと思っております。御不明な点等

がございましたら、民連室のほうまでお問い合わせいただければと思っておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 簡単ですが、以上です。ありがとうございました。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 松田室長、ありがとうございました。 

 それでは、これらの報告事項につきまして、もしNGO側からの御発言等がございましたら

お願いいたします。 

 折居様、よろしくお願いします。 
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●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 そうしましたら、今の御報告2点について、御質問・コメントなどがある方はいらっしゃ

いますでしょうか。ある場合はZoomの挙手の機能で御連絡ください。特によろしいでしょ

うか。 

 特にNGO活動環境整備支援事業のほうはNGOに本当に密接に関わる事業の事務局募集です

ので、NGO界全体で積極的に検討を進められればよいのかなと思います。これも連携の要の

事業の一つですので、引き続き協力して進めていけたらというのが、恐らく参加者皆様の

思いかなと思います。特に御質問等がなければ、報告事項はここまでとさせていただくこ

とでよろしいでしょうか。 

 御報告、どうもありがとうございました。 

 

３．協議事項 

（１）「COVID-19感染拡大に対する日本のNGOの対応戦略」のフォローアップ調査結果概要

報告 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございました。 

 続きまして、議題3番目の協議事項に移りたいと思います。まず、折居様からよろしいで

しょうか。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 承知いたしました。 

 では、報告事項は、皆様の御協力で簡潔に済みましたので、ここから協議事項をしっか

り時間を取って行っていけたらと思います。 

 まず、NGO側から何点か今回御提案をさせていただきまして、1点目の協議事項として

「COVID－19感染拡大に対する日本のNGOの対応戦略のフォローアップ調査結果概要報告」

ということで、関西NGO協議会提言専門委員政策アドバイザーの井川定一さんからお願いい

たします。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 皆様よろしくお願いします。関西NGO協議会提言専門委員政策アドバイザーの井川と申

します。よろしくお願いいたします。 

 こちらは事業名「新型コロナウイルス感染症拡大に対する日本の国際協力NGOの対応戦

略」ということで、昨年度NGO研究会で行わせていただいたもののフォローアップに該当い

たします。昨年度の時点では、まだ決算が終わってなくて、財務の分析ができない状況で

あったので、1年おいて今回、財務諸表の数字等に基づいて調査を再度行いました。関西NGO

協議会が実施主体となり、リタワークス株式会社様、コングラント株式会社様の御協力を
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得て私が調査主任として行ったものになります。 

目的は、COVID－19の拡大による日本の国際協力NGOの影響をまず把握する、そしてBuild 

Back Betterを目指して、日本のNGOや資金提供団体等に提言を行うというものになります。

こちら全国から132の団体にアンケートに参加していただき、実施をしてきました。調査項

目と提言項目と2つに分かれますが、本日はこの調査項目の一部を御紹介させていただくと

ともに提言項目、提言自体はNGOに対して行うものや民間助成財団に対して行うもの等多岐

にわたりますが、本日は外務省に対する提言に絞って御説明をさせていただきます。最終

的には、関西NGO協議会のホームページで全ての報告書をアップロードする予定ですので、

そちらを御参照いただければと思います。 

 調査報告の概要をまず御紹介させてください。コロナ禍において、日本の国際協力NGO

の財務はどうなったかという点ですが、115団体の財務分析を行った結果、収入全体でいう

と57％、つまり約6割の団体において減収となっていることが分かりました。また、その中

でも寄附だけに絞って見ると、約55％の団体が減収、また、事業収益を見てみると、約8

割の団体が減収となっております。これは講演やスタディツアー等の自主事業収益、委託

事業収益を含めたものになります。 

 もう一つのスライドは補足が必要で、この約100団体の合計収入では2018年392億円、そ

の後409億円、438億円と毎年増えています。先ほどのものは団体の数で見たとき減ってい

る団体が多いということだったのですが、こちらは金額で見たときは増えているというこ

とです。 

 下の表を見てください。左側に①から④とあります。①年間の総収入100億円以上の団体

1団体、②年間約10億円以上100億円未満の団体が5団体、③年間1億円以上10億円未満が35

団体、④1億円未満が56団体、合計97団体を分析したものになります。ここからいえること

は、この10億円の年間収入の境を基に二極化しているということです。上位6団体で一番右

側の2020年度ですと、総収入の74％を占めているということが分かります。年を経るにつ

れて、この格差は拡大しているということも分かりました。また、③④のいわゆる10億未

満の団体というのはパーセントが減っているだけではなくて、総収入自体も年々減少傾向

にあるということも分かっています。 

 あと、日本国内で資金調達をしている団体は100％ですが、それ以外に事業実施国で20％、

第三国もしくは地球規模で行っている団体も1割ほどあります。もはや日本だけで資金調達

する時代ではなくて、様々な国・地域において資金調達がなされているということが分か

ります。オンライン化に関して、45.8％の団体でオンラインでの業務が進んでいるいうも

のでした。国交省が行っている調査では平均45.7％でしたので、ほぼ同じぐらいのオンラ

イン化率というのが分かります。 

 コロナがどれぐらい事業に影響をおよぼしているかという点ですが、黄色が一部海外事

業を停止しているところ、グレーが全部の海外事業を停止しているとこで、合わせて55％

の団体においてコロナの影響が出ているということです。 
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 あと、トレンドに関しても調査を行っていて、「現地化をどれぐらい進めていこうと思っ

ていますか」という質問では、7割以上の団体が現地化をどんどん進めていこうと思ってい

るということも分かりました。研修に関しても最小限の機会しか現状は提供されていない

ということも分かりました。 

 また、現地のスタッフ、提携団体のプライベートの保険ですけれども、こちらに関して

も最小限しか付与されていないという現状も分かりました。 

 日本の国際協力NGOの中で約半分の団体が既に国内で事業を実施している状況にある。こ

れは毎年増えている傾向があって、さらにその実施している団体では、事業を国内と海外

の両方やることで相乗効果が見られているという回答が多かったです。 

 提言のほうに移らせていただきます。提言は先ほど申し上げたとおり、NGOに対する提言

等いろいろあるのですけれども、今日は外務省に対する提言というところを御説明させて

いただきます。 

 大きくはスライド2枚に分かれ、まず背景になります。こちらはもう外務省の皆さんは御

存じのとおりですが、一応御説明させていただくと、NGOとの連携というところでは、まず、

開発協力大綱というのがあって、ここでODA、市民社会と連携していきましょうということ

が記載されています。 

 背景②の当初予算のODA予算全体を見てみると、97年のピークから半減している状況にあ

り、外務省のODA予算に関しては過去10年間微増となっている。また、内閣府で行っている

世論調査を見てみると、「ODAはこのままでいいのではないか」という意見も増えていて、

コロナの影響でODAに関しては更に厳しい環境にあると思われます。 

 贈与の内訳ですけれども、贈与全体が5,755億ある中で無償が2,787億円、うち国際機関

経由が1,265億、日本のNGO経由、ここではN連とJPF合計で111億円、無償全体の4％となっ

ているという状況があります。 

 少し補足でつくらせていただいたのですけれども、こちらは、もともと外務省が出して

いる資料を基に、発表者の責任において2019年度以降だけ微修正をさせていただいたもの

で、下の黄色い部分がN連の実績、上がJPFとなります。もちろん2021年度はまだ出ておら

ず、仮という状況なのですけれども、これを見ていくと、N連とJPF合計において2014年か

ら横ばい傾向にあるというのが分かります。 

 ただ、もう少し内訳を見て、JPFのところを当初予算と年度末の追加供与と補正予算と分

けていくと、N連とジャパン・プラットフォームの当初予算に関しては毎年上がっているこ

とが分かります。これはODAの当初予算がなかなか伸びない中で、外務省の皆様に御尽力い

ただいて毎年着実に伸ばしていただいているということであり、心から感謝を申し上げた

いと思っております。もちろん2019年以降、様々な要因があって補正が伸びていない部分

があるのですけれども、この点に関しては、この後協議が行われると思っております。 

 ちょっと戻りまして、先ほどの真ん中の右側3のところです。二国間の援助というところ

でいうと、日本はCSO経由が1.6％しかありません。また、パーセントだけではなくて金額
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も234、単位は100万ドルとなっていて、ほか、アメリカ、ドイツ、イギリスと比べても、

やはり少ないといえるかと思います。 

 これまで外務省に対してどのような提言が行われてきたかというところが最後の下の部

分です。まず、ODAに関する有識者懇談会があり、その中で各実施主体が最適な役割分担を

検討しましょう、NGOの価値の向上を図りましょう、一般管理費を拡充しましょう、官民マ

ッチングファンドをつくったり、人材育成をしていきましょうと提言がなされています。 

 これに対して、河野大臣から2019年1月の国会で、無償資金や技協にもっとNGOの力を活

用しなければならず、日本のNGO関連予算をまずは3割程度積みまして、実施状況を見つつ

段階的に引き上げるというコメントもいただいております。 

 2つ目としては、N連の第三者評価というものが行われていて、その中でもN連の資金総

額・件数を増やしていきましょうとか、業務効率化を進めていきましょうというような提

言がなされています。DACのピアレビューでも日本はNGOに関して一層制度的な支援をして

いってくださいという提言も出されています。 

 次のページの提言の概要部分になります。一番上のところが重要と思っているところで、

基本的には、今まで出ている提言を実行に移していただきたいというのが趣旨となります。

NGOの力を最大限に引き出し、NGOを通じた援助比率を拡大することで、限られたODA予算の

より効率的な運用を実現していく。そうすることによって、日本は世界において地球規模

課題の解決やSDGsの達成を牽引することができる。また、NGOを通じてODAを行うことによ

って、日本及び被援助国によって、日本のODAに対する理解者・賛同者を増加させ、好循環

を一緒につくり出していきたいと思っています。 

 提言詳細として3つあります。1つ目が量を増やしていきましょうということで、マッチ

ングファンドを含めてやってきましょう。2つ目は業務の効率化や質の向上を高めていきま

しょう。3つ目はNGOの力を最大限引き出すような基盤強化だとか、発信のところです。ODA

に関する国民の理解、認知度を図っていきましょうというような提言となります。 

 一番右のところ、海外で活動する日本のNGOの課題解決の能力を高めることは、約半分の

団体が既に国内でも活動している現状において、日本の諸課題解決も促進するということ

を付け加えておきたいと思います。 

 報告は以上になります。外務省から、こちらに関してコメントや、特に最近の主要提言

に関する取組状況等、その辺りについてコメントをいただければと思います。早口で申し

訳ありません。どうぞよろしくお願いします。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 井川さん、詳細な調査結果と簡潔な御報告、本当にありがとうございました。 

 今の報告について、もし外務省側からコメント・御質問などがあれば、ぜひいただけれ

ばと思いますので、工藤首席、お願いいたします。 
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○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 井川様、御説明ありがとうございました。 

 それでは、今の井川様の御説明に対して、外務省側から松田室長よりコメントをさせて

いただきます。 

 松田室長、よろしくお願います。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 井川様、ありがとうございました。今、お話もありましたが、詳細で緻密なデータに基

づいての御説明、それから、提言をいただきましてありがとうございます。 

 今回の井川様の御説明で、私どもとしても、コロナ禍で世界で活躍されていらっしゃる

NGOの皆様がいかに御苦労されてらっしゃるかというところの認識を新たにいたしました。

いろいろ多くの御提言をいただきましたが、もちろん外務省としてすぐに何ができるかと

いうのは、ちょっとお答えするのは難しいところはございます。しかし、私どもが実施し

ているN連、それから、N環等を通じて、今後、いただいた御提案について、どのようなこ

とができるのかというところをNGOの皆様と一緒に協議をしながら考えていきたいと思っ

ております。 

 今回、井川様の御提言の中には、この会議でこれから議題として取り上げられるものも

ありますので、そちらにつきましては、そのときにまたお話しできればと思っております。 

 簡単ですが、私からのコメントとさせていただきます。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 松田室長、ありがとうございました。 

 それでは、今の松田室長のコメントに対して何かございましたら、折居様、よろしくお

願います。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 松田室長からコメントをいただきましたが、発表者の井川さん、あるいはほかの参加者

の方から何か御発言・御質問などはありますでしょうか。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 井川です。コメントありがとうございます。 

 この後、協議に関連するところがありますので、詳しくはそちらで御説明いただきたい

と思います。こちらの提言書は、今回、関西NGO協議会として出すものですけれども、連携

推進委員と連携を取ってやっているものですので、その点を踏まえて、この後の協議に当

たっていきたいと思っています。 

 また、外務省に対して直接提言がなされている部分も既にありますので、そちらに関し
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ては確実な履行を図っていただければ、NGOとしてはとてもありがたいと思っています。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 井川さん、ありがとうございました。 

 この調査はもともと外務省のNGO研究会で前年度に行った調査について、NGO側が全く自

己資金で企業の協力も得てここまで精緻に調査を継続したということで、本当にある意味

画期的なものかなと思いますので、これをどう深めていけるか、ぜひ引き続き協議ができ

るといいのかなと私も思いました。井川さん、本当にありがとうございました。 

 

（２）人道支援におけるNGOを通じたODA予算の確保について 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 では、協議事項1は以上とさせていただきまして、続いて協議事項の2に進ませていただ

けたらと思います。次もNGO側から提案させていただいた議題となります。「人道支援にお

けるNGOを通じたODA予算の確保について」というテーマで、パレスチナ子どものキャンペ

ーン海外事業担当、ジャパン・プラットフォームNGOユニット幹事会所属、さらに連携推進

委員でもおられる田浦さんのほうからお願いします。 

 

●田浦（特定非営利活動法人 ジャパン・プラットフォーム NGOユニット幹事） 

 御紹介ありがとうございます。ジャパン・プラットフォーム選出の連携推進委員でパレ

スチナ子どものキャンペーンの田浦と申します。 

 本日、私からは人道支援におけるNGOを通じたODA予算の確保についてという議題を挙げ

させていただいております。 

 昨今、新型コロナウイルスのパンデミックの深刻化や紛争、自然災害など国際的な人道

状況は悪化の一途をたどっており、特に脆弱な立場にある人々がその影響を受けておりま

す。こうした世界的な人道ニーズが増加する中、日本のNGOは現地にプレゼンスを持ち、強

みを生かし、きめ細やかな支援を届けております。 

 一方、日本のNGOに対するODAの支援やNGOを通じてなされる援助というのは限定的である

と考えられます。 

 本日は、第1に、こうした悪化の一途をたどる国際的な人道危機に対して、日本としてど

のように予算を確保していくのか、外務省の見解をお伺いしたいと思っております。 

 また、人道支援におけるNGOを通じたODA予算の確保についても伺いたいです。 

 具体的には、日本の緊急支援活動行うジャパン・プラットフォーム（JPF）のODA資金に

よるNGOの事業実績全体が減ってきている点、特に先ほど井川さんからの御説明の途中にも

ありましたが、JPFに拠出された補正予算というのが2019年以降減っており、特に今年度

2021年度の補正予算においては南スーダン国内とシリア国内の支援のみにとどまり、昨年
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度補正予算に比べると、支援実績が7割以上の削減にとどまっております。この点に関しま

して、来年度2022年度の当初予算も含めて、今後のお考えを伺いたいです。 

 また、現在ジャパン・プラットフォームのミャンマー支援事業に対しては、ODA資金をつ

けることが認められておらず、また、アフガニスタン支援プログラムの事業については、

先日やっと政府承認に向けた過程に入ったと伺いましたが、緊急支援であるにもかかわら

ず、ここまで非常に長い時間がかかりました。 

 他方、日本政府によるこうした国々に対する国連機関向けの資金というのは拠出されて

います。この点に関して、日本政府として、どうして私たちNGOだけ別扱いで資金が出され

なかったのか、あるいは非常に審査後の政府承認までの過程に時間がかかったのか、NGO

との連携をどのようにお考えでいらっしゃるのかを伺いたいと思っております。 

 私からは以上です。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 田浦さん、御説明をありがとうございました。 

 それでは、工藤首席、外務省からの御回答のほうをぜひお願いいたします。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 今いただいた田浦様の御説明に対しましては、まずは予算全般の話を岡田審議官から、

それから、JPF等の個別具体的な話については松田室長から御説明させていただきたいと思

います。 

 まずは岡田審議官、よろしくお願いします。 

 

○岡田（外務省 国際協力局 審議官／NGO担当大使） 

 私からは全般的な話をさせていただきたいと思います。令和4年度の当初政府予算案、当

初予算の政府案ですけれども、国際協力の関連部分におきましては無償資金協力、技術協

力、それぞれ1億円ずつの増額となりました。また、国際機関への任意拠出金というのも2

億円の増額となりました。振り返りますと、新型コロナの国内経済への影響がある中で、

非常に厳しい査定プロセスでございましたけれども、ODA事業の実施に必要な予算は何とか

確保できたかなと私どもは思っております。 

 一方で、様々な外交課題を見てみますと、新型コロナの国際的な収束や気候変動対策を

含みます開発、人道支援ニーズへの対応、また、自由で開かれたインド太平洋の具体化な

ど、外交課題が山積しております。こうした中で、今お話ありましたように、現在生じて

いる国際的な人道危機への対応の必要性というのは、十分に私どもも認識しております。 

 どのように予算確保していくのかということでございますけれども、財政当局との折衝

におきましても、こうした課題の対応に当たっては、ODAが重要な政策ツールであるという
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ことをとにかく強調して、粘り強く交渉していきたいと考えています。 

 以上です。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 引き続きまして、松田室長から個別具体的な件につきまして御説明いたします。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 ありがとうございます。 

 では、私からジャパン・プラットフォーム、それから、ミャンマー、アフガニスタンに

関わる件につきまして御説明させていただきたいと思います。 

 まず、先ほどジャパン・プラットフォームに関わる加盟NGOの皆様の事業実績額、2019

年度以降、漸減しているというようなお話があったかと思いますが、こちらにつきまして

は、当該年度に加盟NGOの皆様によって政府資金を財源として実施された事業の総助成額を

指していらっしゃると思います。ですので、同年度に、ジャパン・プラットフォームに対

して外務省が供与した政府資金額とは異なるものと承知しています。 

 先ほど井川様の御報告にもありましたけれども、補正を除く通常予算の事業実績では、

2014年度以降、ほぼ毎年漸増しておりまして、本年度につきましては2014年度の約22億円

から見て約36％増の30億円の資金を供与しております。 

 また、補正予算についてでございますが、補正予算というものは当初予算成立後に生じ

た事由に基づいて、特に緊要となった事項や新たな事象に対して編成されるものでして、

そもそも毎年の編成を前提としているものではございません。当該年度に補正予算が編成

される場合であっても、その補正事由に合致するか否かを判断する必要もあります。 

 また、その補正事由で編成される総予算規模も毎年異なっております。そのため、年度

ごとの補正予算に関わる供与額を単純に比較するということは適当でないと考えておりま

して、この点を御理解いただければと思っております。 

 今のが補正予算全般に係るお話なのですが、その上で、先般、国会で成立した本年度補

正予算についてです。御説明にもありましたが、ジャパン・プラットフォームを通じた中

東、アフリカにおける新型コロナ対策のための予算措置として2億8978万4000円が盛り込ま

れました。具体的には、経済対策補正の予算の柱であります中東・北アフリカ及びサブサ

ハラアフリカにおける新型コロナ対策等のための予算措置、総額で約48億円が盛り込まれ

ております。その内訳は国際機関への拠出額、これは19国際機関が対象ですが、合計で約

45億円です。ジャパン・プラットフォームへの供与額は、今申し上げましたが約3億円、合

わせて総額で48億ということになります。 

 当省としましては、厳しい財政状況ではありますけれども、NGOの皆様が事業を行うに当

たって必要な金額を確保していけるよう努力をしていくことを考えております。そのため
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には、ODAに対する国民の理解を得ていく。それがODA予算全体を増やしていくことにおい

て重要なことだと思っておりますので、引き続きNGOの皆様の御協力もいただきながら、予

算確保に努めてまいりたいと思っております。 

 あと、ミャンマーとアフガニスタンの件がございます。そちらにつきましては、私ども

外務省は再三にわたってお話ししておりますけれども、NGOの皆様は顔の見える援助、顔の

見える開発協力を行う上でも不可欠なパートナーとして重視しております。これまでNGO

の皆様と定期的な協議を重ねて、連携を推進強化してまいりました。開発協力大綱におき

ましても開発現場の多様な考え方、ニーズをきめ細かく把握して、状況に応じて迅速に対

応できるNGOと市民社会の方々との連携を強化していくことがうたわれております。 

 御指摘のありましたミャンマー、アフガニスタンに対する支援についてでございますが、

こちらにつきましては、現地の情勢を見極めながら、現場の最前線で活躍をされてらっし

ゃる援助要員の皆様の安全確保、これを第一としながら、いかなる対応が効果的か、総合

的に判断した上で、個別具体的に検討しております。したがいまして、私どもはNGOの皆様

だけを別扱いしているということでは全くございませんので、この点は誤解いただかない

ようにしていただければと思っております。 

 私からの説明は以上となります。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 松田室長、ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの外務省側からの説明に対しまして、もしNGO側からコメント等がご

ざいましたら、よろしくお願いいたします。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 松田室長、御回答ありがとうございました。 

 提案者の田浦さんのほうから、今の御回答について何か御質問・コメントなどはありま

すでしょうか。 

 

●田浦（特定非営利活動法人 ジャパン・プラットフォーム NGOユニット幹事） 

 御回答いただきましてありがとうございました。 

 まず、岡田審議官からは来年度、令和4年度の政府案に関しまして、1億ずつ無償資金協

力、あるいは技協も増額されているということで、ODA予算、こういう厳しい状況の中で確

保いただいていることをお伺いし、大変ありがとうございます。 

 また、松田室長からもODAに対する国民の理解を得ていくことが何より重要ということを

伺いまして、NGOとも今後、ぜひどういった形で連携をより強化し、こうした理解を広めて

いくことができるのかということを引き続き一緒にできればと思っておりますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 
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●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 田浦さん、ありがとうございました。 

 続いて、NGOの方から何か御質問があればということで、JVCの今井さん、お願いいたし

ます。 

 

●今井（特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 日本国際ボランティアセンター、JVCの今井と申します。よろしくお願いいたします。 

 先ほど補正予算、今年度の話が出ておりますので、そこに関連して1つコメントさせてい

ただきたいと思います。 

 実は今、私は海外出張中でスーダンに来ておりますけれども、今週、現地の国連機関も

幾つかと会合を持ちまして、今年度の日本の補正予算で、国連機関が日本政府に対して申

請をした案件がことごとく否決されたといいますか、採用されなかったといったことを聞

きました。どの国連機関の方も前例がないということで非常に驚きを感じられていたわけ

なのですけれども、外務省の方はよく御承知のように、国連機関の様々なプロジェクトへ

の日本からの支援、資金供与というのは大体補正でされるものということで、今年度それ

がない。 

 私は少し外務省のウェブサイトで調べてみましたところ、スーダンだけではなくて、今

年度の補正についてはアフガニスタン、COVID－19対策というのが非常に大きな重点、そし

て、アフガニスタン、ミャンマーに若干というところで配分されていますけれども、恐ら

くそのほかの相当な国において国連機関への資金というのは出ていないような状況にある

かと思います。 

 やはりこの議題ではNGOに対する資金という話で、NGOで私たちは行っているわけなので

すけれども、同時に国連機関への資金というのも、私たちはNGOも国連機関との契約でやっ

ている事業もありますので間接的な影響もありますし、やはりCOVID対策だけではなくて人

道支援、それから、開発、コロナ対策だけではないそういったことを継続することも非常

に重要だというような指摘は多々されていると思いますので、そういった点で、きちんと

NGOへの支援と同時に国連機関、私たちは国連機関と取り合うという考えはありませんで、

そちらのほうも日本政府として、しっかり予算のほうを、なかなか大変な中で確保して、

コミットしていただきたいと思っています。 

 コメントです。以上です。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 今井さん、スーダンからの御発言、現場からの声をありがとうございました。 

 今の御発言について、工藤首席、外務省のほうから何かコメント等があればいただけれ

ばと思いますが、いかがでしょうか。 
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○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 それでは、岡田審議官からコメントさせていただきます。 

 

○岡田（外務省 国際協力局 審議官／NGO担当大使） 

 貴重なコメントをいただきまして、どうもありがとうございます。 

 私どもも当初予算、または補正予算の要求に当たりましては、国際的な今皆様方がやっ

ていただいているような人道支援、その他いろいろなことに対していかに大変かと、必要

かということを主張して交渉するわけでございますけれども、いろいろな事情もございま

して、今年はなかなか要求どおりにはいかなかった面もございます。また来年、当初予算、

補正予算、いろいろな事情がございますけれども、その時々に必要な予算が手当できます

ように私どもも努力してまいりたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 岡田審議官、ありがとうございました。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 もう一人、NGOから手が挙がっておりますのでよろしいでしょうか。 

 井川さん、お願いいたします。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 一言だけです。JPFは緊急人道支援をするために設立された機関だと認識していますが、

素早く迅速に活動できない状況というのは、そもそも存在意義に関わる問題だと思ってい

ます。ですので、やはり立てつけなりを今後検討していただいて、迅速に出られる体制に

していただくことが、本来のJPFのあるべき姿に近づくと思っておりますので、今後ともよ

ろしくお願いします。 

 以上です。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 では、もう一人までとしたいと思いますので、ピースウィンズの内海さん、お願いいた

します。 

 

●内海（特定非営利活動法人 ピースウィンズ・ジャパン 中東地域サブマネージャー） 

 ありがとうございます。 

 今の井川さんのコメントと大変近いのですけれども、先ほど説明の中でも顔の見える援

助でNGOを利用した国際協力の重要性ということは理解していただいているという御発言
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もありましたが、特に緊急人道支援ということにおいて、我々民間、市民を通じた活動と

いうことをどのように捉えて、どのように進めていったらいいとお考えになっているかと

いうことをお伺いしたいと思います。 

 もう一つは、ODAの拡充のためには国民の理解をというお話もありまして、その際に、NGO

の協力も得て進めたいということでしたので、具体的にどのような協力が得られるという

ことを考えてらっしゃるかということをお伺いしたいと思います。よろしくお願いします。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 内海さん、ありがとうございました。 

 緊急人道支援におけるNGOの連携の在り方と、それから、ODAの理解を広げるためにNGO

と共同していく。NGOもぜひ望むところだと思うのですけれども、具体的に何か検討されて

いる点、あるいはアイデアがあるのかというところで御質問だったかと思います。外務省

のほうから何かコメント等をいただければと思いますけれども、工藤首席、調整をお願い

できますでしょうか。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 御質問、ありがとうございます。 

 それでは、松田室長から御説明させていただきます。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 まずは御質問、それから、コメントをありがとうございます。 

 御質問について、簡単に私からお話しさせていただきたいと思います。まず、緊急人道

支援、特に今回はジャパン・プラットフォームで、アフガニスタンとかに時間がかかった

という御指摘もありまして、緊急的に対応しなければいけないことに関しては、私ども外

務省としても、もちろんそこは理解しておりますし、認識もしております。 

 今回、アフガニスタン、それから、ミャンマーも含めてですけれども、非常に大きな問

題ということもあり、また、関係する部署等も多いですので、通常よりも少し時間がかか

ってまいりましたが、今後とも迅速に対応できるように、私ども民連室としても関係部署

等とも調整をしながら対応していきたいと思っておりますので、引き続き御協力いただけ

ればと思っております。 

 今後、国民の理解を得るというところに関しましては、この会議のまた後で中期計画と

かの議題にもかかってくるところもあります。そこにもありますが、やはり今後、NGOの皆

様と交流活動とかも今までどおり一緒にやっていければと思っています。EARTH CAMPとか、

それから、グローバルフェスタとか、いろいろ皆様と連携して広報活動をしているかと思

いますが、そちらのほうを今後も続けていくということを考えております。 

 それに加えて、また皆様といろいろお話・相談をさせていただきながら、国民の理解を
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得るためにどのようななことができるかということについては、引き続き御相談しながら

対応していきたいと思っておりますので、こちらに関しても御協力のほどをいただければ

と、よろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 

（３）NGOとODAの連携に関する中期計画 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 松田室長、ありがとうございます。 

 それでは、時間もちょっと押してきておりますので、もしよろしければ、次の議題に移

らせていただければと思いますが、折居様、いかがでしょうか。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 承知いたしました。では、NGO側から提起させていただきました3点目の協議事項「NGO

とODN連携に関する中期計画」ということで、国際協力NGOセンター副理事長、連携推進員

の棚田さん、お願いいたします。 

 

●棚田（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター 副理事長） 

 こんにちは。国際協力NGOセンターの棚田と申します。よろしくお願いします。 

 この中期計画についてはここ連続して何回も話しているテーマなのですけれども、現状

を整理しますと、2020年の6月までの中期計画というのがあったのですけれども、そういう

のが今は計画がない状態になっているということです。これはもともと塩崎副大臣が、NGO

とODAがやはり連携をして進めていくべきだというところでスタートした計画だったわけ

ですけれども、2020年の6月でエクスパイアした状態になっているというところです。 

 先ほど三宅政務官の御挨拶の中でも、NGOはODAを実施する上で非常に重要なパートナー

であると、さらなる緊密な連携が必要であるというようなお言葉もいただいております。 

 他方、井川さんの発表にもありましたように、CSOを通じたODAの支出というのはODA全体

の中のパイで2019年で1.6％になっていると、重要なパートナーという割には非常に小さい、

少額のバジェットになっているというところがあります。これはOECDの諸国の中では最下

位から3番目という状況になっておりまして、ほかのUKやUSとかそういったところですと、

やはり10％以上のODAの資金がCSOを通じて実施されているという状況になっていますので、

非常にギャップがあるというところで、ここをやはりちゃんと計画を立てて、どのように

変えていけるのかというところを実施していく中で、非常に中期計画は重要であるという

ところでございます。 

 中期計画のほうも、我々も前回の計画とかからレビューしまして、3つに絞った形になっ

ております。一つは、資金拡充を含めたODAとNGOの連携強化。2番目は、今もいろいろお話

がありましたけれども、国民の理解を得ているODAが重要であるということで、NGOと外務

省が協力して、日本国内での国際協力広報の強化というものです。3番目は、NGOの基盤強
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化のためのいろいろなスキームの整備という3点に絞って、具体的に連携中期計画をつくっ

ていきたいということを申し入れているところでございます。 

 先ほど松田室長のどのようなことが連携で深めていけるのか考えていきたいという言葉

もありましたように、ぜひこの中期計画というものを策定して進めていきたいと思ってお

ります。そこで、外務省の政策課及び民連室からコメントをいただきたいと思っておりま

す。今後の計画策定作業と時間軸についてお伺いしたいということです。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 棚田さん、ありがとうございました。 

 では、工藤首席、外務省からの回答のほうを調整お願いいたします。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 棚田様、御説明ありがとうございます。 

 それでは、外務省のほうから松田室長から説明させていただきます。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 棚田様、御説明を本当にありがとうございました。 

 もう何度もこの会議でも申し上げておりますが、本当に国際協力、NGOの皆様というのは、

私どもにとっては顔の見える開発協力を行う重要な戦略的パートナーということで重視し

ております。開発協力大綱においてもNGOの皆様との連携強化というのがうたわれていると

いうことです。 

 その中で、今回、NGOの皆様から御提案をいただいている中期計画案、その中に掲げられ

ていますNGOの皆様と外務省の連携を通じて、平和で安定し、繁栄する国際社会の実現とい

う目標には、もちろん私どもも賛同しておりますし、重要なことと考えております。 

 ただ、NGOの皆様と外務省との連携を実際により具体的に強化していくためには、もちろ

ん中期計画の議論というよりも、まずはより具体的にできる事案に絞って協議を進めてい

くほうが、より有意義で実のある成果というものを出すことができるのではないかと考え

ているところであります。 

 その上で、今回、NGOの皆様からいただいた計画案の幾つかの項目について、コメントを

させていただければと思います。 

 まず、議題提案書によりますと、計画のポイントとして、NGOの皆様と外務省の連携にお

ける資金拡充、今、棚田様からも何度もお話がありました。それから、NGOの皆様の事業の

財源強化のための新規の資金スキームを設けるといった内容で、基本的には予算の拡充が

記載されているものと理解しております。予算の拡充は、本日の会議でもお話ししていま

すように、厳しい財政状況の中であって、なかなか難しいところもあることについては御

認識いただきたいと思っております。その中で、外務省としましてもNGOの皆様が事業を行
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うに当たって適切な額を確保できるように今後も努力してまいりますので、そのためにも

国民の税金を原資とするODA資金をより効果的・効率的に活用するという観点から、より優

良な案件の形成に引き続き御協力をいただきたいと思っています。 

 また、今回、中期計画の御提案の中にあります官民マッチングファンドのアイデアにつ

いてですけれども、こちらに関しましては2000年に発足したジャパン・プラットフォーム

（JPF）の資金確保状況を十分に踏まえて考えていく必要があるのではないかと思っており

ます。皆様も御承知のことかと思いますけれども、発足当時、ジャパン・プラットフォー

ムというのは緊急人道支援における官民マッチングファンド的な要素を含めたものであっ

たかと思います。発足から既に今20年以上経過しておりますが、ジャパン・プラットフォ

ームの特に海外事業の部分では、政府資金が予算の9割以上を占めているという状況です。

このような現状を踏まえますと、新たな官民マッチングファンドを立ち上げていくよりも、

まずはジャパン・プラットフォームの現在の予算構造、民間の資金とか、政府資金以外の

資金を拡充していくところに、まずは力を入れていくべきではないかなと思っています。 

 また、新しいスキームの創設の御提案もいただいておりますが、NGOの皆様で作成された

資料等を拝見する限り、基本的には既存のN連の事業をいかに改善していくかというところ

に皆様の関心が一番あるように考えております。N連につきましてはタスクフォースでも実

施要領、それから、審査プロセス、本日の議題にももちろん上がっておりますけれども、

以前から協議をしております。私どもとしても民連室の柱の一つであるスキームとして、

今後ともNGOの皆様と引き続き議論をしていきたいと思っております。 

 それから、先ほど少しお話ししてしまいましたが、広報につきましても、これは現在、

もう既にNGOの皆様と協力して実施しております。JANICの皆様、御発案いただいたNGOの皆

様、JICA、それから、外務省の三者で共催した2020年度のEARTH CAMPでは67イベントの開

催、約7,500人の参加を得ております。同じく三者で共催したグローバルフェスタJAPAN2021

においても、1万人以上の参加者を得ております。連携して情報発信をすることは、やはり

効果的だと我々も持っておりますので、今後とも本年のグローバルフェスタJAPANに向けて、

連携して対応していきたいと思っております。 

 それから、中期計画の計画策定に当たってのことについてですが、民連室は外務省内の

決裁を経ることなく作成することが合意事項であると議題提案書のところに記載されてい

るかと思います。当方の理解、認識では、今回の計画案はNGOの皆様からの考えとして私ど

もが受け取り、それを外務省内で共有するという意味で決裁を取らないということである

と理解しております。これはもう言うまでもないことではありますけれども、実際に双方

が合意する形で計画を策定するということになりますと、私ども外務省としては、省内の

決裁を得ることが必要になってくるということも念のため申しておきたいと思います。 

 以上が、今回御提案いただいた計画に対するコメントでございます。今後の進め方とし

ましては、先ほど冒頭に私がちょっと申し上げましたが、より具体的にNGOの皆様と私ども

民連室でできること、まずはそこから協議を進めていくべきではないかと考えております。
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N連につきましては申し上げましたとおり、今後も協議を進めていきますけれども、それ以

外には、N環についても以前から行われていた議論を活性化させて、N環のスキーム、さら

なる活用に向けた重点的な協議というのも必要だと思っておりますので、こちらについて

も引き続き協議できればと考えております。 

 いずれにしましても、タスクフォース等の場でも引き続きこの中期計画については協議

をしていければと思っておりますので、御協力いただければと思います。 

 以上、簡単ではありますけれども、私からのお話になります。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 松田室長、ありがとうございました。 

 それでは、折居様、棚田様、もし今の松田室長からの説明に対して御発言等がございま

したらよろしくお願いします。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 では、提案者の棚田さん、今の室長の回答について何かコメントはありますでしょうか。 

 

●棚田（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター 副理事長） 

 ありがとうございます。 

 言いたいことはいろいろあるのですけれども、この後のN連のいろいろなプロセスについ

て時間をより使いたいと思いますので、今後のタスクフォースの中で、また、皆さんと議

論していきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

（４）日本NGO連携無償資金協力関連 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 承知いたしました。議事進行に御協力ありがとうございます。 

 そうしましたら、この議題は引き続きタスクフォースのほうでまた対話、議論を深めて、

またこの連携推進の場で御報告ということで進めることにさせていただきます。 

 それでは、一番最後の協議事項、一番長く時間を取っております日本NGO連携無償資金協

力関連の3つの議題に進めたいと思います。大きく3点あるのですけれども、最初に令和3

年度今年度事業の状況のところからと区切って進めていければと思いますので、まず、こ

ちらのほうは外務省のほうから共有をいただくということで進めさせていただきます。 

 では、工藤首席、お願いいたします。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 まず、初めの「令和3年度事業の状況及び令和4年度事業の進め方」につきましては松田
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室長から御説明させていただきます。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 では「令和3年度事業の状況及び令和4年度事業の進め方」について、私から、まずは御

説明させていただきます。 

 まず、申し上げなければいけないのは、先般、令和3年度N連における案件選定プロセス

につきまして、事前の御説明が十分でなかったという御指摘を多くの方々からいただきま

した。昨年11月には説明会も開催させていただきました。皆様に御説明申し上げましたけ

れども、本当に今回、NGOの皆様に混乱を招いてしまったことにつきましては、改めまして

この場を借りてお詫びをしたいと思っております。申し訳ありませんでした。今後はより

一層皆様と連携を深め、丁寧な、また十分な説明を尽くしていきたいと思っております。 

 では、今年度のN連事業審査、採択状況について御説明させていただきたいと思います。

令和3年度、N連実施要領については、昨年4月に説明会を実施いたしました。その後、新規

案件を中心に申請の受付を開始して、それが当方の予想を大幅に上回る数の新規案件等の

申請をいただいた結果、昨年11月の説明会でも申し上げましたが、申請件数は154件、申請

総額はおよそ89億円になりました。 

 実は今年度の予算額というのはまだ最終的に確定しておりませんが、昨年度のN連の総額、

仕上がりが58.15億円ですので、仮に58.15億円といたしますと、約30億も多く申請があっ

たということになりまして、全ての案件を採り上げることは難しい状況となりました。 

 この事態を受けまして、当室としてどのように対処するのがよいかということを検討し

た結果、昨年7月末の新規案件申請締切りをもって、全ての申請案件を実施要領に沿った形

で公平かつ厳格に審査させていただきました。その結果に基づいて民連室におきまして採

択に向けた作業を鋭意進めているところでございます。 

 現状としましては、皆様はもう御存じかと思いますけれども、私どもは採択に向けては

民連室、それから、財務省、財務実行協議にかけるということですけれども、昨年12月ま

でに実施した財務実行協議においては31件の承認をいただいています。1月分の財務実行協

議につきましては、新たに27件を財務省にて現在協議をしているところです。ですので、

今まで合計いたしますと58件ということになります。 

 今後、2月以降もより多くの案件を採択したいと考えておりまして、日夜私ども民連室は

作業を継続しているところでありますので、皆様お忙しいところ、非常に御負担をかけて

しまうところは申し訳ないと思っておりますが、引き続き御協力いただきたいのと、既に

御協力いただいているNGOの皆様に対しては、この場を借りまして御礼を申し上げたいと思

っております。また引き続きよろしくお願いいたします。 

 令和4年度のN連の進め方につきましてですが、こちらは令和4年度のN連実施要領の改訂

作業、タスクフォースの皆様の貴重な御意見を賜りながら鋭意作業を進めております。本

日、この後議題としても取り上げておりますので、またそこで議論ができればと思います。 
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 また、令和4年度の審査のプロセスについても、本日、また議論いただくことになってお

りますけれども、来年度の実施要領の改訂作業が終了次第、今の私どもの計画としまして

は、4月の中旬頃には説明会を開催して審査プロセスを開始したいと考えております。 

 基本的な審査プロセスの内容につきましては、今年度の流れを踏襲する予定でございま

す。もちろん本日も議論いたしますし、タスクフォースでも議論をいたしておりますが、

可能な限りNGOの皆様に御理解いただけるような形で丁寧に説明をしながら内容を詰めて

いきたいと思っております。 

 次に、令和4年度は一般管理費の拡充の検証があるということは皆様も御高承のとおりか

と思いますが、その件について少しお話ししたいと思っております。従来、一般管理費は5％

を基本としていました。これを最大で15％に引き上げて、3年後に改めて適用条件の充足が

されているかどうか、その充足可否を検証するというものでございます。その検証を初め

て行うのが令和4年度、来年度ということになります。その検証の結果、適用条件を満たし

ていれば、問題なくまた同じ適用率が適用されるということになりますが、満たしていな

い場合には、従来どおり一般管理費を5％に戻すという必要が出てまいります。 

 この一般管理費の適用条件の充足可否につきましては、民連室といたしましても慎重に

見極めていく必要があると考えておりまして、先般、委託業者より本件についてアンケー

トも実施させていただきました。そのアンケート、お忙しい中御協力いただいたNGOの皆様

には改めて御礼申し上げたいと思います。ありがとうございました。 

 先ほど井川様からもお話がありましたが、コロナ禍でNGOの皆様に与えた影響が大きいと

いうことは私どもも十分理解しております。その上で、要件を満たさない、すなわち、政

府資金以外の収入が増加していない団体に対して一般管理費を引き下げるということにつ

いては、一般管理費拡充という本件が導入されたときには想定されていなかったコロナ禍

という事態が発生している等、様々な意見があるものと承知しております。一方で、3年後

の適用条件の充足可否の検証につきましては、本件導入時の前提条件となっていることも

ありまして、これを変更することは、相当困難を伴うことについても御理解いただければ

と思っております。いずれにいたしましても、皆様から貴重な御意見等をいただきながら、

今後の対応を検討していきたいと思っております。 

 民連室としましては、NGOの皆様との連携は、幅広い国民の参加による国際協力の実現及

び我が国のODAのより効果的・効率的な実施を目指す上でも重要と考えていますので、引き

続きNGOの皆様との連携を推進・強化していきたいと考えております。国民の税金を原資と

しているODA資金をより効果的・効率的に活用するという観点からも、先ほどもお願いいた

しましたが、より優良な案件でN連を実施していきたい、それによって、国民に対する説明

責任を果たしていきたいと考えております。今後ともより多くの優良案件の形成に向けて

御協力をいただければと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 私からの説明は以上となります。ありがとうございました。 
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●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 松田室長、どうもありがとうございました。 

 時間も限られておりますので、すぐにNGO側からの質問に行きたいと思います。冒頭申し

上げましたように、かなり広い話題を扱っており、この後、NGO側の井川さんのほうから提

案もありますので、まず最初に今年度、3年度事業の状況に関して、御意見・御質問のある

NGOの方がおられましたら挙手いただけますでしょうか。 

 井川さん、お願いします。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 御説明ありがとうございます。今年度に関して質問です。 

 返事をいただいていない団体が、まだ結構あると伺っています。いつまでに案件採択、

不採択の通知をされるのかという日程を教えていただきたいのと、財務実行協議の最終日

が2月14日と伺っていますが、これが延長される可能性はあるのか。その2点を教えてくだ

さい。 

 以上です。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 では、外務省側、お願いいたします。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 では、私から、まだ今回の採択、不採択の通知をしていない団体様があることはもちろ

ん私どもは承知しておりますし、時間がかかっていることに関しましてはお詫びしたいと

思っております。こちらも昨年の説明会でもお話しいたしましたけれども、また本日もお

話しておりますが、国際情勢というのが目まぐるしく変化しておりますので、その中で予

算の執行というのが決まってくるところがございます。 

 私ども民連室としましては、可能な限り1件でも多く案件を採択できるように、今現在も

日夜作業をして、努力をしているところでございます。ですので、時間がかかってしまっ

ているところは申し訳なく思っておりますが、私どものほうも予算確保に努力をしている

というところについては、御理解いただきたいと思っております。 

 そうは言っても、一方では、もう手続の時間も限られておりますので、近日中には御連

絡をまだしていない団体様のほうには連絡したいと考えております。 

 それから、財務実行協議に関しましても、今お話にありましたように2月14日が最後とい

うことになっております。こちらについても内部で今、私どもも調整に努力をしていると

ころでございます。まだちょっと見通しが立っておりませんので、今この場では、ちょっ

とお話ができませんが、こちらについても調整に向けて努力をしているところでございま

すので、また、最終的に決まりましたら皆様のほうにも御連絡をいたしたいと思っており
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ます。以上です。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 松田室長、御回答ありがとうございました。 

 井川さん、今の御回答でよろしいでしょうか。 

 では、この議題はちょっと続いておりますので、NGO側からも次年度以降の審査プロセス

について、連携推進委員会調査提言委員として井川さんが提案されていますので、その提

案について御説明いただくとともに、先ほどの松田室長の御説明も踏まえて、御発言いた

だければと思います。よろしくお願いします。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 ありがとうございます。NGO側でも次年度に向けて協議を持ったので、その点についてこ

の後少しこちらから共有させていただきたいと思います。 

 その前に、NGO側でも御意見のある方は挙手をしていただければと思いますが、いかがで

しょうか。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 シェアの八尋さん、お願いしてよろしいですか。 

 

●八尋（特定非営利活動法人 シェア＝国際保健協力市民の会 事務局長） 

 シェア＝国際保険協力市民の会の八尋です。松田室長、御説明ありがとうございました。 

 私どももまだ本日現在で採択、不採択の通知をいただいていません。現行事業を東ティ

モールで3月末までN連の資金を活用させて実行させていただいているのですが、その後継

事業という形で昨年の7月に今年の2月からという計画で提出をさせていただきました。不

採択の通知がない以上、やる前提でずっとこれまで我慢しながらやってきましたけれども、

いよいよ時間が切迫している中で本当にこれから2月14日の財務実行協議に間に合うのか、

仮に今から採択の通知をいただいても年度内に間に合うのかという点もあって、無理だっ

た場合にどうするのだということを会の中でいろいろ議論をしながらコンティンジェンシ

ーも含めて考えざるを得ないという状況に至っております。 

 最も影響を受けるのは財政的な問題で、4月以降の財政面の影響で、現地のスタッフの人

件費、これをいつまでキープできるのか、事業を継続していく上でそこが一番大事ですの

で、ある程度は自己資金も使いながら耐えるにしても、やはり限界はどうしてもあるとい

うことが一番かと思います。 

 それから現行事業を僻地における保健サービスのアクセス改善ということでやってまい

りましたけれども、さらに次期事業はそれを発展させて、より母子保健、それから、学校

保健にフォーカスを当てた事業をやろうとしておりましたが、その前提の中で、現地のカ
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ウンターパートやコミュニティー等のいろいろな意見を聞きながら事業形成をしてきてい

ます。当然のことながらカウンターパートとかコミュニティーの中では、私どもに対する

期待というのも相当寄せられています。この状況の中で、そういう方たちに対してどこま

でコミットしてよいかということで、非常に困っている状況にあります。 

 特に事業のスタートが遅れれば、実際に恩恵を得るべき裨益者の方々のメリットが失わ

れるわけです。それはこれまで現地で築き上げてきた日本に対する現地の信頼を損ないか

ねないということにもなります。そういうことに関して、果たして外務省側としてどうお

考えなのか。とりあえず今年に関しては急いでいただく、努力されていることは重々承知

しておりますので、1日も早く進めていただきたい。また、次年度も、このような状況にな

ることを非常に懸念しています。新年度も7月に一斉に締め切るとお伺いしていますので、

今年の二の舞にならないように、その辺は重々お願いしたいと思います。 

 私からは以上です。ありがとうございました。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 八尋さん、今年度の状況、また、次年度への提案も含めてありがとうございました。 

 続いて、御意見のほうをまとめて伺えればと思います。 

 シャプラニールの小松さん、お願いできますでしょうか。 

 

●小松（特定非営利活動法人 シャプラニール＝市民による海外協力の会 事務局長） 

 先ほど、松田室長の説明の中で、次年度の審査プロセスについては4月に御説明があると、

それは基本的に今年度を踏襲するというお話がありました。今年度を踏襲するといった場

合の具体的な内容については、この後、こちらからの要望もありますし、また、詳細を確

認しなくてはならないと思うのですけれども、私としては一番重要なのは事前相談ができ

るのかどうかというところかなと思っています。 

 もし7月末締切りで一斉審査開始で、その間は全くコンサルテーションできないというよ

うな状況だとすると、これは全く事業が開始できるのかどうか見通しが立たない。しかも、

もし不採択になって次年度にまた一からやり直しということになる。不採択案件、継続案

件についての特別扱いもないということになると、2か年にわたって全く事業を開始できる

かどうかの見通しが立たないという状況になります。そういう状況を避けたいと思うわけ

です。ですので、コンサルテーションをぜひ7月の締切り前から進めていただきたい。 

 今年度踏襲とおっしゃった場合に、ちなみに我々のケースですけれども、昨年4月の申請

開始の直後に事前相談を開始して、その時点では何度かやり取りをさせていただいて、7

月の最終書類の提出というプロセスを踏むことができました。今年度を踏襲といった場合

でも、7月の前の締切り前のコンサルテーションを行っていたという事実がありますので、

ぜひそういう形で進めていただきたいと思っています。 

 以上です。 
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●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 小松さん、ありがとうございました。 

 続いて、JVCの今井さん、お願いいたします。 

 

●今井（特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 JVCの今井です。 

 来年度のプロセスについて、今、小松さんがおっしゃったことと重なるところ、若干補

足をさせていただきますと、コンサルテーションが非常に重要だと思っています。やはり

このNGO連携無償資金協力というのは、その考え方というのをしっかりと確認しておきたい

と思うのですけれども、これは一般の助成金のような話とは違って、一般の助成金ですと

助成する団体が、その申請に対して審査をして結果を待つというような形ですけれども、

やはりこのN連については連携という言葉が入っていますように、外務省さんとNGOとの間

で連携してお互いに話し合いながら、コンサルテーションをしながら案件をつくっていく

ということが、やはり非常に重要なもので、そういったことでNGOと外務省の間で、これま

で長きにわたって積み上げてきてつくってきた制度だと思っています。 

 それは外務省の方も、これは一緒につくっていくのですというような言い方をされてお

りましたし、コンサルテーションをしながら私どもが案件について、内容について外務省

さんの言うことがもっともな点については修正をし、あるいは今年度ではなく、もう1回練

り直して次年度以降に申請しようということもありましたし、やはりそういったプロセス

の重要性ということをぜひN連の基本的な考え方として御確認いただいて、来年度のプロセ

スにおいてもコンサルテーションをきちんと継続していただきたいと思っております。 

 以上です。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 今井さん、どうもありがとうございました。 

 では、提案者の井川さんのほうに戻します。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 ありがとうございます。 

 こちらの件に関しまして、今月何度もNGO間で集まって協議をしてきました。アンケート

では約3分の1の団体は、今年度ではなくて、前の年のような形でやっていただきたいとい

う御意見もありました。また、民連室からの説明の通り7月締切りという形を取るにしても、

やはり考慮していただきたいという点がありまして、5項目をNGOの意見としてまとめまし

た。 

 まず1つ目は、不採択案件の次年度の優先です。こちらはちょっと難しいと以前おっしゃ

っていたのですけれども、やはりこの1年、事業をホールドしているだけでも自己資金で
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1000万円以上かけている団体が多く、また次年度最初からプロセスをやり直すと財政的に

耐えられず、事業地の人々も学校に行けなくなったり、医療を受けられなくなったりする

ので、特に年度末の不採択案件には優先していただきたいというところです。 

 2点目が、審査結果の通知の迅速化ということで、もちろん年度末の無償の中で予算のや

りくりとかはあると思いますけれども、せめて8割の団体には2か月以内に通知をしていた

だきたいと伺っています。 

 3点目としては、審査基準の明確化ということで、要綱と適合性を見ていますという説明

だけでは申請側としては、理解ができない状況にあります。実際に何を審査基準としてい

るのかをきちんとクリアにしていただきたい。 

 4点目が、7月までのコンサルテーション、これは先ほど小松さんも今井さんもおっしゃ

っていた点で、これはかなり重要だと思います。 

 5点目に関しては、引き続きとなりますけれども、N連の予算を拡充していただきたいと

いうことになります。 

 ですので、7月の一斉締切りにするにしても、この5点に関しては考慮していただきたい

と思っております。 

 最後に一つ確認事項ですが、7月で一斉締切りといったときの提出書類は、いわゆる3点

セットと呼ばれている申請書と予算詳細、スケジュール、あとは団体に関する書類、この

ような簡易なものを7月までに提出するという想定なのか、全ての最終見積もり含めたもの

も提出する予定なのか、その辺について教えてください。 

 以上です。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 井川さん、分かりやすく資料をまとめて御報告、ありがとうございました。 

 皆さんから御発言いただきましたが、井川さんが本当にうまくまとめていただいている

かと思いますので、井川さんからお伝えしたポイントについて、外務省側からぜひ回答を

お願いできたらと思います。 

 工藤首席、よろしくお願いします。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 それでは、松田室長から説明をさせていただきます。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 ありがとうございました。 

 今、時間もないということですので、井川様さんのほうからまとめていただいたところ

について、少しお話しできればと思います。 
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 まずは不採択案件、次年度で優先というお話があったかと思うのですけれども、こちら

は説明会のときにもお話ししたかもしれませんが、私どもとしては年度年度で審査をして

いくという前提に立っておりますので、そこについて不採択案件を優先的にとは、現時点

では考えておりません。 

 他方で、昨年の説明会のときにも皆様からの御要望が多くありましたが、不採択になっ

た理由を説明してほしいという御依頼を各団体の皆様から個別にいただきまして、次年度

に向けて、私どもはアドバイスになるような形で御説明をさせていただいております。 

 ですので、そういう形で私どもは不採択となった案件につきましては御説明、次年度に

向けたアドバイスになるような形で説明をさせていただきたいと思っておりますので、ま

ずはそういう形でやらせていただくということで、審査としましては年度年度で、その都

度案件の中身を見ながら審査をしていくということでやっていきたいと思っております。 

 それから、通知の迅速化に関しては、今年度に関しましては、これも説明会のときに私

がお詫びいたしましたけれども、ちょっと私の判断ミスもありまして、少し通知が遅くな

ってしまったところはございます。そちらに関しましては、今年度の反省を踏まえて、令

和4年度に関しては迅速に通知できるような形にしていきたいと思っております。 

 それから、審査基準の明確化につきましては、審査の全てをということは、それはもう

最初から回答をお見せしているという形になってしまうところもありますし、やはりそこ

は審査基準を詳細にお話しするということはちょっと難しいと御理解いただければ、ただ、

説明会のときにもお話しいたしましたけれども、私どもが審査のときに拝見させていただ

いているのは、あくまでもN連の実施要領に沿った内容で、そこに書かれていることをベー

スに審査させていただいておりますので、そこについては皆様も、今度、令和4年度は新し

い実施要領ができますけれども、その実施要領をよく読んでいただいて、それに沿った形

で、まずは申請書等をつくっていただければと思っています。 

 それから、昨年の事前説明会から多くのNGOの皆様から言われているコンサルテーション

につきましては、現在の実施要領でもコンサルテーションについては推奨しております。

この点に関しては、私どもとしても変更することは考えておりません。ただ、ここで一つ

お話ししなくてはいけないのは、このアドバイスというのは、あくまでも実施要領に沿っ

たものと御理解いただければと思います。このアドバイス自身は新規案件申請の締切り前

まで実施するということで考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それから、予算拡充の話はもう何度もお話ししておりますように、今後とも私どもは努

力していきたいと思っております。 

 あと、提出書類に関しましては、こちらも今まさに実施要領について皆様とお話しして

いるところでありますので、その中で、もしかしたらまたお話が出るかもしれませんけれ

ども、今のところ私どもとして考えているのは3点セットで考えておりますので、こちらは、

また皆様とのタスクフォース等で協議している中で、最終的に決めていければと思ってお

りますので、よろしくお願いいたします。 
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●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 松田室長、ありがとうございました。 

 では、提案者の井川さん、お願いします。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 コメントをありがとうございます。 

 一般管理費のことについてお伺いさせてください。松田室長に質問となります。 

 緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置が出ていることに対して、NGOは自粛要請に従う

べきだと思われますか。どういうスタンスなのか分からなかったので、その点を教えてく

ださい。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 ありがとうございます。 

 私はその点についてお話しできる立場ではないかなと思うのですけれども、いずれにし

ましても、そこはもうNGOの皆様のまずは御判断にお任せするということかなと思います。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 ありがとうございます。 

 政府が活動の自粛をお願いして、私たちは活動を止めた。その結果、8割の団体が事業収

益を失った。それに対してペナルティーのように一般管理費が減らされるというのは、恐

らく納得できるものではないと思うのです。その辺り、私たちはきちんと政府に従っただ

けなのに、なぜ政府からペナルティーを受けないといけないのかということに関しては、

やはりちょっと説明が必要で、現状は納得できるものではないと思っています。 

 もう一つだけコメントです。審査プロセスに関してですが、不採択案件について、次年

度また最初からやり直しということでになると、人件費と事務所を2年間ホールドしている

間に団体は潰れてしまいます。5項目に関しては再度検討していただきたく思います。 

 以上です。 

 折居さん、提案ですけれども、この後の要綱について、外務省側からコメントをいただ

いた後に、こちらからコメントするという形で時間短縮を図れればと思いますけれども、

いかがでしょうか。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 分かりました。 

 井川さんからコメントがありましたけれども、これについて外務省からのコメントはい

かがですか。 
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○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 ありがとうございます。 

 コロナの状況で皆様が厳しい状況に置かれているということは、私どももそこはもう当

然のことと理解しておりますし、先ほどもお話ししましたが、一方で、今回の一般管理費

等の拡充につきましては、導入したときに前提条件として3年後の検証というのがございま

すので、その前提条件を変えるというところはなかなか難しいところもあると御理解いた

だきたいと思っております。いずれにしましても、この辺は引き続き皆様と御相談させて

いただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 松田室長、ありがとうございました。 

 では、最後の議題について、NGOからの提案ですけれども11項目、N連の要綱改定につい

て提案しておりまして、資料も配られておりますので、NGO側からの読み上げるような説明

は省いて、外務省から11項目の回答をいただければと思いますけれども、工藤首席、いか

がでしょうか。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 これは11項目全てでも、かなり量としてあるかなと思うのですけれども、さらに絞り込

むということは難しいと考えてよろしいですか。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 提案者の井川さん、いかがでしょうか。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 では、主なものに関して御回答いただければと思います。よろしくお願いします。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 では、絞った形で時間内でコメントをいただけるところをお願いできたらと思います。 

 

○松田（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 では、とりあえず11項目ということで、まず1つ目が、この資料で色がついているところ

ということで4番目、本部スタッフのところですけれども、こちらはそこにも書いてありま

すが、御提案いただいた方向で検討させていただきますということです。 

 次に、成果と成果を測る指標についてですけれども、こちらはやはり事業の分野、形態

によって目標や成果の立て方というのは様々であると思っておりますので、分野ごとに指

標を例示するのは難しいことは御理解いただきたいなと思っています。いずれにしまして
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も、N連の実施要領のほうに、この成果を測る指標について説明書きを入れておりますので、

まず、そちらを踏まえて御記載いただくようにしていただければと思っております。 

 7番目のところがCOVID-19の感染拡大についてですけれども、こちらは対処方針、これは

定期的に改定するものではないと私どもは理解しておりまして、昨年度お知らせした内容

をそのまま継続して適用されるということで、それを基にして御相談のとき、状況や背景

を踏まえた上で対応しておりますので、もし在外公館が疑問があるということでありまし

たら、それは私どものほうでいろいろ連絡を取ってやっていきたいと思っております。 

 次のページの8番、箱もののハードについての件ですけれども、この点は説明会のときに

もお話ししていますけれども、この実施要領ではハードの定義というのは明確にしている

わけではございません。N連では、まず日本の国際協力、NGOが開発途上国地域で自主的に

企画・実施する国別開発協力方針等の日本のODA政策の内容に沿う社会経済開発事業に対し

てODA資金を供与すると記載しています。 

 一方で、こうも書いておりまして、ソフト中心の事業内容、経費積算のみ、または大部

分で構成される技術協力、技術移転事業は対象としないとも要件として記載しています。

これらの要件を満たしていること等を確認しつつ、あと、N連の意義に基づいて、事業終了

後も経済社会開発の礎として中長期的に現地で活用され得るかどうかというのが重要であ

ると考えておりまして、これに基づいて、案件の中身を拝見させていただいているという

ことです。 

 そのマニュアルとか、あと、教材等とか、それもハードとして認識しているというよう

なことが過去に外務省との間で合意があったのではないかということ、これに関しては、

もちろん私どもも過去の経緯については承知しております。ただ、そのときに私どものほ

うから申し上げたのは、いずれにせよ個々の案件ごとに判断をしていくということを、そ

の当時でもお話ししていたと思います。ですので、私どもとして、過去に皆様とお話しし

たことに関して変えてしまっているということではなくて、現在においても個々の案件ご

とに判断をしているということは御理解いただきたいと思っています。 

 ですので、あくまでも私どもは個々に判断していくということですので、御提案いただ

いているような記載を要件の中に入れるというのは難しいかなと思っております。 

 それから、人件費の件でございます。こちらはいろいろ皆様からお話があるのですけれ

ども、やはり汎用性の観点からJICAの基準を適用することとしておりまして、こちらは今

後もそのような形でやっていきたいと思っています。もし、申請時の審査で認められた月

額の人件費等が事後審査で認められないということがありましたら、これはもう個々に民

連室のほうまで御相談いただくということで対応していきたいと思っております。 

 それから、現地スタッフの保険の件なのですけれども、これは一応事業実施国の法律で、

雇用主が負担を義務づけられているものに関しては、N連での計上を認めています。私的な

保険、プライベートな保険等につきましては、やはりN連の経費というのは、そこにも書い

てありますけれども、真に事業実施に必要となる経費であるという観点からのものですの
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で、やはりN連での経費計上というのは難しいと御理解いただきたいと思っております。御

指摘の中に人種差別ではないかというものがありますが、そういうことでは全くございま

せん。あくまでも雇用形態に起因するものであると御理解いただきたいと思っております。 

 それから、上限につきましても、ここに書かれているコメントが少し分からないので教

えていただきたいのですが、本部人員全員の人役合計上限についての要望ですというとこ

ろ、少しここは御説明をいただければとは思っておりますけれども、いずれにしましても1

人役というのは1人の人が定められた労働時間で全てをN連のために従事するということを

指していると私どもは理解しておりますので、これを超えるということは、要するに法定

労働時間を超えてN連の事業に従事しているということになってしまいますので、やはりそ

れを推奨するように見えてしまうような形で、それを超える1.5人役とかいうところを認め

ていくのは難しいですので、ここも御理解いただきたいと思っております。 

 それから、やむを得ない事情のところですが、変更のところです。ここもいろいろ現地

の状況が変わって、柔軟な対応が必要になるという御説明も理解するところではもちろん

ございます。一方で、私どもは申請いただいた内容をもって審査をして、この事業をやる

ために必要な金額を決定しているわけです。ですので、前提としましては、やはりこの申

請内容どおりに活動していただく。費用を使っていただくことを想定しております。です

ので、それを変えるということに関しては、やむを得ない事情というものについて、こち

らとしても変更を検討するということでやっていきたいと思っております。 

 もし、大使館の担当とのやり取りで何か問題が生じているということであれば、民連室

のほうに御相談いただければと思います。 

 それから、公認会計士の件なのですけれども、これも以前に、時間を少しでも効率的に

するために重複を避けるということがあったことも私どもは承知しておりますけれども、

私どもの理解としましては、やはり外部調査での確認というのは、実施要領に記載してい

るとおりに収支関連の提出書類が作成されているかどうかというところを確認されている

と、私どもの外部審査機関で行う審査というのは、申請時の内容と照らして、N連として適

切な計上かどうかを確認しているということで、やはり外部調査と私ども外部審査の調査

の確認の視点は異なっていると考えておりますので、ここは引き続き今と同じシステムで

対応していきたいと思っています。 

 それから、一般管理費については、これは先ほど御説明いたしましたので割愛したいと

思います。 

 最後、脱炭素の件なのですけれども、この脱炭素技術の海外展開イニシアティブ、こち

らは民連室というよりも他の部署が担当しておりますけれども、その部署と相談をしてま

いりました。それを踏まえてお話しさせていただきます。気候変動問題というのは、国境

を越えて取り組むべきグローバルな課題です。SDGsにおいても目標の13として定められて

おります。先般のパリ協定では、開発途上国を含む全ての参加国と地域において、温室効

果ガスの削減が求められました。 
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 一方で、多くの開発途上国では、やはり自国の経済開発も同時にやっていかなければな

らないということで、日本を含む先進国からの支援というものが必要になっている。重要

だということであります。その観点からしますと、やはりN連を通じた気候変動分野での協

力というのも一つあるかなと思っております。 

 ただ、この脱炭素技術海外展開イニシアティブの下で選定された日本企業の製品、パッ

ケージというのは、あくまでもNGOの皆様が希望した場合のみ活用可能なものです。N連の

実際の案件の採択においても、この脱炭素のイニシアティブに関わる案件だからといって

優先されるわけではなくて、通常のN連の手続の中で平等に取り扱ってまいります。 

 ですので、このイニシアティブを進めることによって、さらに予算が逼迫するのではな

いかという御懸念があるということかと思いますが、私どもはそういう御懸念は必要ない

と考えておりますので、この点も申し上げておきたいと思います。 

 ちょっと時間がかかりましたけれども、以上です。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 松田室長、全て詳細にお答えいただいてありがとうございました。 

 本来の時間を既に5分過ぎておりますので、こちらの議論、詳細はまたタスクフォース等

で続けることになろうかと思うのですが、井川さん、もし一言だけコメントがあれば、最

後にお願いします。 

 

●井川（NGO側連携推進委員会 調査提言員／開発・人道支援コンサルタント） 

 詳細な説明をありがとうございます。ちょっとだけコメントさせてください。 

 1つ目は、優良案件というキーワードが結構出てきたと思うのですけれども、刻々と状況

が変わるにも関わらず、事業を変更せずに当初計画どおりやるということで、本当に優良

な案件ができるのでしょうか。実際にソフトが現地で求められていても、優先順位の低い

ハードを入れないと採択されない状況で、優良案件が本当にできるのでしょうか。疑問に

思います。 

 2点目、業務効率の話に戻りますが、煩雑なやり取りをずっとNGO側も外務省側もしてい

て、それに莫大な人件費、ひいては原資である税金や寄附金をかけている。これは本当に

納税者や寄付者から理解を得られるのでしょうか。若い人がNGOや外務省に入って、そのま

まずっと仕事を続けたいと思ってくれるのか、疑問に思いました。 

 最後に3点目ですけれども、現地スタッフの保険に関して、国際スタッフに関しては海外

旅行保険がつけられるが、現地のスタッフは事業実施に真に必要ではないというご説明で

した。でも、実際に一番リスクを負っているのは現地で働く現地スタッフだと思うのです。

そういう人たちがリスクを取ってくれているから、日本のODAは成り立っているわけで、き

ちんとそういうところに保険をつけないと、「雇用形態が違うから」という説明だけでは理

解を得られないと思っています。 
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 ほかに関しても引き続き協議をさせていただければと思います。御説明ありがとうござ

いました。 

 以上です。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 井川さん、思いの入ったコメントを最後にありがとうございました。 

 非常にそれぞれ大きい課題ですので、これは引き続きタスクフォースで議論して、また

今後の連携推進委員会で深めていくことかなと思います。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 すみません、外務省から坂本資金協力班長から一言。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 コメントをいただけるということあれば、お願いいたします。 

 

○坂本（外務省 国際協力局 民間援助連携室 課長補佐） 

 民間援助連携室の資金協力班長をしています坂本と申します。 

 1点だけ付言させていただきたいのですが、先ほど井川様がおっしゃいました一般管理費

の適用比率について、ペナルティーとおっしゃいましたけれども、我々はペナルティーと

は考えておりません。これはどのような適用比率がふさわしいかという議論でございます

ので、そのペナルティーという文言は決してふさわしいとは思えないので、そこだけ付言

させていただきます。ありがとうございました。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 ここは今後かなり議論を深めていくべきところかと思いますので、協議は継続させてい

ただくということで、今日は時間のほうがかなり超過しましたので、ここまでで一度終了

ということにさせていただくということで、工藤首席、よろしいでしょうか。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 はい。 

 

４．閉会挨拶 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 皆様、御発言、御提言、どうもありがとうございました。 

 最後にまとめの形で閉会の挨拶として、GII/IDI懇談会、連携推進委員の堀江さん、お願

いします。 
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●堀江（GII/IDIに関する外務省/NGO懇談会 連携推進委員） 

 連携推進委員会でNGO側の代表をしております堀江と申します。 

 もう時間も大分も過ぎておりますので、ごく簡単に閉会の挨拶だけさせていただきます。 

 本日は、本当に有意義な議論を長時間にわたってどうもありがとうございました。冒頭

には大臣政務官も参加くださってありがたいと思っています。 

 ごく短く、簡単に2点だけ言いたいと思います。 

 まず、外務省からNGOは重要なパートナー、不可欠なパートナーというコメントがありま

した。そこは本当にありがたいと思っていますし、ずっと言っていただいているのですけ

れども、では、パートナーとは何かといったときに、一つはしっかり対応するということ

かなと思っております。お互いの話を聞いて、相談の上でいろいろ物事を進めていくとい

うこと、やはり今年のN連の審査プロセスについては、その辺が少し足りなかったかなと思

っていますので、ぜひ来年に向けて対話を深めていただきたいと思っております。 

 それから、やはり政府のパートナーといった場合には、しっかりとお金がつくことかな

と思っております。やはりパートナーだと言うだけではなくて、そこにはやはり具体的な

お金がついて、一緒に事業を進めていくというところ、その点についても厳しい状況とい

うのは重々理解しておりますけれども、外務省側でも頑張っていただきたいなと思ってお

ります。 

 もう1点は、この連携推進委員会はオンラインなりまして、今日はスーダンからも参加し

たり、これまでには対面では難しかったような参加の仕方ができたと思っております。た

だ、外務省側の参加者について、政務官、冒頭はありがたいのですけれども、以前には外

務大臣がフルで参加していることもございますし、今日、岡田審議官は最後まで参加して

くださってありがたいのですけれども、できれば、局長ですとか、政策課長ですとか、そ

ういった方々も含めて、やはり外務省とNGOはパートナーということであれば、民連室だけ

ではなくて、もっと外務省全体で参加していただけるとありがたいなと思っております。 

 まだまだ今日も積み残しの議論がありますので、引き続き、タスクフォース等の機会を

使いまして、議論を進めていきたいと思います。本日はどうもありがとうございました。 

 

●折居（NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS） コーディネーター） 

 堀江さん、どうもありがとうございました。 

 最後、外務省側にお返します。工藤首席、お願いします。 

 

○工藤（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 どうもありがとうございました。非常に有意義な議論ができたと思います。 

 これをもちまして、今年度の第2回の連携推進委員会を終了させていただきたいと思いま

す。本日は、皆様御参加ありがとうございました。 


